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 (ｱ) 町長が避難を勧告し、若しくは指示したとき又は他の実施責任者が避難の指示をし

た旨通知を受けたときは、速やかにその旨を知事に報告する。また、避難勧告等を解除

した場合も同様とする。 

この場合の報告事項は、おおむね次のとおりとする。 

ａ 避難勧告等を発令した場合 

(a)災害等の規模及び状況 

(b)勧告・指示の別 

(c)避難の勧告又は指示をした日時 

(d)勧告又は指示の対象地域 

(e)対象世帯数及び対象人数 

(f)避難所開設予定箇所数 

ｂ 避難勧告等を解除した場合 

(a)避難の勧告又は指示を解除した日時 

(ｲ) 警察官又は海上保安官が避難の指示をしたときは、直ちにその旨を町長に通知する。 

(ｳ) 水防管理者が避難の指示をしたときは、その旨を野辺地警察署長に通知する。 

(ｴ) 知事又はその命を受けた職員が避難の指示をしたときは、直ちにその旨を野辺地 警

察署長に通知する。 

イ．避難の勧告又は指示を行ったときは、アのほか他の関係機関と相互に連絡をし協力 す

る。 

ウ．警戒区域の設定等を実施した警察官又は海上保安官は、その旨を町長に通知する。 

 

４ 避難方法 

避難の勧告、指示を行ったときの誘導等は、次のとおりとする。 

(1) 原則的な避難形態 

ア．避難の勧告又は指示が発令された場合の避難の単位は、指定する避難場所ごとになるべ

く一定地域又は自治会などの単位とする。 

イ．避難の勧告又は指示を発令するいとまがない場合等で、緊急避難を要する状況のときは、

住民は自ら判断し最寄りの最も安全と思われる場所への自主避難に努める。 

(2) 避難誘導及び移送 

ア．誘導に当たっては、適切な時期と適切な避難方向への誘導、要配慮者の優先及び携行品

の制限等に留意し、実施する。 

イ．避難誘導員は、町職員、消防職団員、自主防災組織構成員等が当たることとし、災害の

状況によって誘導できない場合は、自らの生命の安全の確保を最優先とする。 

ウ．避難誘導の方法は、避難者数及び誘導員数に応じて、避難集団に付き添って避難を誘導

する方法（引き連れ法）、又は避難者大勢に対して避難路上で避難方向等を指差したり、

口頭で指示する方法（指差し法）のいずれか、あるいは併用により実施する。 

エ．避難者の移送は、大量移送が必要な場合はバス等とする。 


